
自治体調査（２００９）結果概要の報告 

 

平成２１年１２月 

 

はじめに 

 

 社会資本整備は、スクラップ・アンド・ビルドの時代からストックの時代へ移行すると国土交通省が

明言した 1999 年から、すでに 10 年以上を過ぎ、まさに本格的な建築ストックの時代を迎えつつありま

す。 

当財団は、国、地方公共団体等の公共建築物の保全に関する調査研究と技術開発をその主要な目的とし

て 1978 年に設立され、今年 31 周年を迎えますが、まさに私ども財団の使命として全国の公共建築スト

ックの現状とその運用・利用に関する諸課題を把握し、そのニーズに合致した技術開発・制度づくりや

関係各方面に対する普及啓発を行う必要性を認識しております。 

 特に財政健全化を図りつつ、国民の貴重な共有資産である公共建築ストックの適正な取り扱いを行う

ことは非常に重要な課題であることから、昨年に引続き調査研究を行うことと致しました。 

 なお、本調査結果概要の一部を 11月 19日に開催されました当財団主催の記念講演会・研究会の場で、

当日の議題に即した部分を発表をさせていただきましたが、アンケート調査内容の全容に付きまして今

回報告させていただきます。 

 

１．アンケート調査 

１）目的 

昨年と同様に公共建築ストックの現状把握を目的に以下の内容としました。 

・公共建築の現況と管理方法 

・公共建築の環境対策 

・公共建築の効率的活用等 

ただし、昨年、実施のアンケート調査に以下の視点を追加及び削除しました。 

・（追加）用途別面積、用途別光熱水費 

・（追加）次世代公共建築関連 

・（削除）公共建築の課題についての質問 

２）アンケートの時期 

平成２１年９月１０日に依頼文書を発送し１０月９日を期限とし集計しています。ただし、締め切

り以降も数自治体の回答もあり、それらも集計に加えています。 

３）アンケートの方法及び対象 

４７都道府県、１８政令市、東京２３区、全国７６５市、合計８５３地方公共団体を対象に郵送に

より依頼し、返信またはメールによる回答をお願いしました。 
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２．アンケートの回答集計結果 

 

昨年度に比べ、都道府県、政令指定都市、東京特別区の回答率は上昇しましたが、絶対数を占める市

（政令指定都市以外）の回答が６０％を下回り、全体として６０％の回答率でした。また、今回は郵送

による回答は５２通で全体の１０％でした。回答自治体の内訳は以下のとおりです。 

都道府県  回答： ４５件／ ４７自治体 

政令指定都市回答： １５件／ １８自治体 

東京特別区 回答： １６件／ ２３自治体 

市     回答：４３３件／７６５自治体 

まず、都道府県、政令指定都市、東京特別

区において回答自治体が増えた要因として

は、昨年に引き続きであったため当アンケー

トに対する違和感が少なかったこと、当セン

ターのホームページで昨年実施アンケート調査結果報告を掲載していること、及び回答自治体にアンケ

ート結果を報告したことによるものと思われます。 

また、市（政令指定都市以外）において回答自治体数が減った要因としては、アンケート調査におい

て当該自治体における用途別建物面積及び光熱水費の記載に行き詰まり、回答率が減少したのではない

かと考えられます。 

 

３．アンケート結果（自治体の所有する公共建築の現状とその管理について） 

１）「施設の『財産管理』を担当する部署は

どこですか」との問いに、東京特別区の半

数以上が「総括的に管理する部署がある」

と回答しています。部署としては、財政課、

契約管財課、総務財政課等との回答でした。 

 それ以外の多くの回答は、「学校、住宅等

の担当組織毎に管理」であり、管理が分散

していることで部局間の組織間の横通しが

できず（用途別建物面積等を単一部署で把

握しておらず）、結果として市（政令指定都

市以外）の回答率が低下したものと思われ

ます。 

２）「施設の『財産管理』を担当する部署に

建築関係技術者（電気、機械の技術者を含

む）がいますか」との問いに対する回答は

以下のとおりでした。図中の数字はデータ

数を示します。 
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３）「『施設のメンテナンス、清掃等の維持

管理業務』を契約する部署はどこですか。」

との問いに対する回答は以下のとおりで

した。 

 
 
 
 
 

４）「『施設の改修、修繕等』を担当する部署

はどこですか。」との問いに対する回答は以

下の通りでした。 

 

 

 

 

 

 

５）「所有する施設はどのような方法で管理

していますか。」との問いに、昨年も同様で

すが、回答がありました政令指定都市の半

数、東京特別区の８割以上が「電子データ

による施設台帳管理」を行っていることが

分かります。 

情報公開への適応性、CO2削減等の施策分

析、展開に即応するためには電子媒体による

一括した管理が必要ではないかと考えられ

ます。 

この中で、「その他の方法」と回答いただ

いた中身は概ね以下のとおりでした。 

・データ、紙ベース混在、全体管理なし 

・火災保険台帳がある 

・公有財産台帳（電子データ）がある 

６）「施設台帳に記載される施設概要、建設年次以外に把握している情報がありますか」（複数選択可）

に対して以下のような回答結果となっています。 

質問項目の内、「改修、修繕等の履歴」や「劣化等の情報」は改修、建替え等のための中長期計画

に必要なデータであり、「耐震性能」や「アスベストの使用状況」は市民に対する説明責任（コンプ

ライアンス）に係わることから、対応を再考されるべき自治体もあると思われます。 



0

20

40

60

80
改修、修繕等の履歴

劣化等の情報

維持管理費

光熱水費

耐震性能

アスベストの
使用状況

都道府県

政令指定都市

東京特別区

市（政令指定都市以外）

11.1%

20.0%

68.9%

6.7%

6.7%

80.0%

19%

6%

13%

63%

2%

1%

12%

9%

75%

3%

1%

12%

10%

74%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

施設白書を公開

施設台帳をホームページに掲載

施設台帳を閲覧により公開

その他の方法で公開

公開していない

都道府県 政令指定都市

東京特別区 市（政令指定都市以外）

全体

また、「光熱水費」や「維持管理費」は「CO2削減」、「コスト縮減」等において今後、自治体単位で

目標設定及び報告が求められると推察されます。各々の自治体はこれらについて把握する仕組みづく

りが必要ではないかと思われます。 

ただし、東京特別区の場合でお分かりのとおり、 「光熱水費」、「維持管理費」は、「施設台帳」へ

の記載はされていないと思われます。「施設台帳」への記載が妥当であるということではなく、何ら

かの方法で、各施設ごとのこれらのデータを一括管理する仕組み（組織の存在）が必要であると言う

ことです。 

また、（施設台帳に記載される）図中「そ

の他」として、以下のような回答がありま

した。 

・学区（市営住宅） 

・建築基準法１２条に基づく定期点検

結果 

・施設ごとの光熱水費 

・一部の施設で「改修･改善等の履歴」

「光熱水費」「耐震性能」「ｱｽﾍﾞｽﾄの

使用状況」 

・財産台帳で担当所管課，用途，構造，階層，床面積，建設時請負金額，所属異動情報等 

 

７）「施設の情報は公開されていますか。」（複数選択可）の問いに「施設白書の公開」や「施設台帳を

ホームページに掲載」されている自治体が少ないことが分かります。 

それに比べ、東京特別区においては３／６（全回答１６／２３）と半数の区が「施設白書を公開し

ている」と回答しています。 

他方、回答とは別に実際にホームページで確認しますと「施設白書」、「公共施設マネジメント白書」

等の名称で公共建築の施設情報を公表している自治体が回答自治体以外でも見られました。そして、

アンケートの回答者が「自身の自治体における施設白書の存在を知らない」とも思える回答もありま

した。また、図中「その他の方法で公開」

との回答には以下のような内容がありま

した。 

・公有財産表（名称、所在市町村、延

べ床面積、貸借関係等）を行政情報

コーナーに配置 

・公立学校の耐震化情報をＨＰに掲載。

（一部） 

・耐震性能及び耐震改修計画 

・財政白書（主な施設の取得価格、減

価償却の累計額、残存価格を記載） 
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８）「所有建物を用途別に『延べ面積合計（㎡）』の記入をお願いしました。 

昨年は「施設の延べ床面積の総数」を質問しましたが、自治体全体の施設延べ面積と捉える回答と

所属の担当施設の延べ床面積と捉える回答が混在している節もあり、単位面積当たりの各種分析を行

うために（データとしての正確性に欠く等の）支障がありました。 

このため、今年は建物用途別で分類された既存書式（表の分類は「新地方公会計制度実務研究会報

告書」総務省の事業用資産とインフラ資産の区分表から抜粋）を活用し、アンケート調査の回答をお

願いしました。調査前は総務省指導で既に同様の書式を各自治体はお持ちであり、容易に提供いただ

けると想定していました。 

しかし、調査を開始した後に、各自治体からの反響でこの書式を使用している自治体が少ないこと

が判明しました。 

施設の財産管理を担当する部署が分散しているため、各々の担当者と面積を突き合せなければ全体

延べ面積の把握ができない自治体が多く、短期間での回答に苦慮されたと思われます。 

おかげで用途別の面積を把握することができましたので、以下、庁舎及び公立学校という代表的な

事例で紹介します。 

①庁舎 

縦軸に各自治体の人口一人当りの庁舎面積を、横軸は対数で自治体の人口を表しています。グ

ラフの傾向としては「右肩下がり」となっています。 

◆青：都道府県 

  平均０．１４㎡／人 
 ２６データ／ ４５回収（ ４７自

治体） 

■赤：政令指定都市 

  平均０．１４㎡／人 
  １１データ／ １５回収（ １８自

治体） 

▲黄：東京特別区 

  平均０．２１㎡／人 
   １１データ／ １６回収（ ２３自

治体） 

×黒：市（政令指定都市以外） 

平均０．２１㎡／人 
 ３４０データ／４３３回収（７６５自治体） 
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②公立学校 

縦軸に各自治体の人口一人当りの校

舎面積を、横軸は対数で人口を表して

います。グラフの傾向としては「右肩

下がり」となっています。 

◆青：都道府県 

平均０．５４㎡／人 
      ２６データ／ ４５回収（ ４７自

治体） 

■赤：政令指定都市 

平均１．２７㎡／人 
      １１データ／ １５回収（ １８自

治体） 

▲黄：東京特別区 

平均１．０８㎡／人 
      １０データ／ １６回収（ １８自治体） 

×黒：市（政令指定都市以外） 

平均１．６１㎡／人 
    ３０８データ／４３３回収（７６５自治体） 

 

③自治体の平均 

 昨年の自治体の平均的な人口一人当りの公共建築面積の比較は以下の通りでした。 

都道府県 

  今回調査平均：１．３１㎡/人 

（昨年調査平均：１．４８㎡/人） 

政令指定都市 

  今回調査平均：３．００㎡/人 

（昨年調査平均：３．３１㎡/人） 

東京特別区 

  今回調査平均：２．１１㎡/人 

 （昨年調査平均：２．５２㎡/人） 

市（政令指定都市以外） 

  今回調査平均：３．８５㎡/人 

（昨年調査平均：３．３８㎡/人） 

 

今年の調査では次図のような結果となっています。ただし、企業会計（病院、上下水道事業）

及び普通財産を除くことで整理したものです。 

企業会計はその会計の中で事業規模、範囲、予算が独立して精査されるべきものであり、普通

財産の多くは売却予定財産と判断したからです。普通財産の中に宿舎が含まれているとのご指摘

はありましたがレアケースとして処理しています（自治体の普通財産を除く一般会計の施設財産

は上図のとおりです）。 
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９）次に自治体における用途別光熱水費についてアンケート調査結果を基に確認してみました。 

上記面積の場合と同様に庁舎と公立学校という代表的な事例で紹介します。 

①庁舎 

情報量が少ないので平均とまでは行きませんが縦軸に年間の単位面積当りの光熱水費、横軸に

自治体の所有する庁舎延べ面積を散布図にしてみました。 

 ◆青：都道府県 

平均１．７７千円／㎡ 
３データ／ ４５回収（ ４７自治体） 

■赤：政令指定都市 

平均２．９９千円／㎡ 
２データ／ １５回収（ １８自治体） 

▲黄：東京特別区 

    平均３．６９千円／㎡ 
    ５データ／ １６回収（ ２３自治体） 

×黒：市（政令指定都市以外） 

平均２．５６千円／㎡ 
１５０データ／４３３回収（765 自治体） 

 

②公立学校 

やはり、全体としてデータ数が少なく、都道府県の回答からデータを取り出すことができませ

んでしたが、縦軸に年間使用する単位面積当りの光熱水費、横軸は自治体の所有する公立学校の

延べ面積を散布図にしてみました。 

◆青：都道府県 

データなし（ ４７自治体） 

■赤：政令指定都市 

平均０．９７千円／㎡ 
１データ／ １５回収（ １８自治体） 

▲黄：東京特別区 

平均２．０３千円／㎡ 
１データ／ １６回収（ ２３自治体） 

×黒：市（政令指定都市以外） 

平均０．８５千円／㎡ 
１１３データ／４３３回収（765 自治体） 

 

 

③自治体の平均 

 各自治体の用途別光熱水費を取りま

とめますと以下のとおりでした。 

都道府県  ：３データ/４５回収 

政令指定都市：２データ/１５回収 

東京特別区 ：５データ/１６回収 

市（政令指定都市以外） 

：１５０データ/４３３回収 

合計 ：１６０データ/５０９回収 
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ただし、データ数が「０」 

都道府県   ：その他公用施設、公営住宅、公立学校、給食施設 

政令指定都市 ：その他公用施設、公営住宅 

東京特別区  ：公立病院（施設がない） 

データ数が「１」 

政令指定都市 ：公立学校、社会教育施設、給食施設 

東京特別区  ：公立学校、給食施設、 

公立病院、普通財産 

いかに組織的に光熱水費のデータが収集されていないかが分かります。 

この中で、凡例は公共建築の用途別分類であり、横軸は年間に掛かる単位面積当たりの用途別

単位面積当たりの平均的光熱水費を示しています。給食施設の光熱水費が斗出していることが分

かります。 

１０）「施設の長期修繕計画・建替え計

画など、今後の施設戦略を担当する

部署はどこですか」との問に以下の

ような回答でした。図中の数字はデ

ータ数を示します。 

 
 
 
 
 
１１）「施設の長期修繕計画・建替え計

画などは作成していますか」との問

に以下のような回答でした。 
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１２）「所有する建物の劣化に関する点

検を行っていますか」との問に以下

のような回答でした。 

 
 

 

 

 

 

１３）「将来予想される施設に関する改

修、建替え等の予算について、どの

ような対策をとっていますか」（複数

選択可）との問に以下のような回答

でした。 

 
 
 
 
 
１４）「平成２１年度の建築関連の予算

額はいくらですか」との問に以下の

ような回答でした。 

縦軸に現有公共建築単位面積当た

りの年間予算、横軸に対数で各自治

体の所有公共建築面積を散布図とし

て作成しました。 

 

 

 

また「維持管理費、新築、増築を

含まない、改修、修繕の予算額はい

くらですか」との問いに対する回答

を同様の散布図として作成しました。 
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また「維持管理費の予算額はいく

らですか」との問いに対する回答を

同様の散布図として作成しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

１５）自治体の所有する公共建築の環

境対策について 

①「『エネルギー消費量、CO2 排出量』

の管理担当の部署はどこですか」との

問いに以下のような回答でした。 

 

 

 

 

 

②「『エネルギー消費量、CO2 排出量』

の削減等の地球環境対策に関する長期

計画、今後の戦略を担当する部署はど

こですか」との問いに以下のような回

答でした。 
 

 

 

 

 

③「貴地方公共団体において、地球環

境対策に関する独自の温室効果ガス

削減目標を定めていますか」との問い

に以下のような回答でした。 

 

 

 



公共建築のコスト縮減、有効活用に関する方策の実施
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１６）自治体の所有する公共建築の効率的活

用等について 

①「公共建築の効率的活用、コスト縮

減、有効活用などの観点から、「平成２

０年度に実施した方策がありますか」

（複数選択可）との問に以下のような

回答でした。 

回答のありました半数以上の自治体

が「実施した公共建築の有効活用方策」

で「光熱水費の削減」を上げています。 

「温室効果ガス排出量を２０２０年

までに１９９０年比で２５％削減する中期目標」に対してどの様な節約が出来ているかの、少な

くとも「見える化」がなされていないことが分かり以下のことが必要と思われます。 

１．（主務は各施設ごとにあったとしても）総括的な施設の把握が必要 

２．改修、建替え等の中長期計画の立案 

３．市民に対する説明責任 

４．このためにもデータを一括管理する仕組みが必要 

また、回答を頂いた約３０％の自治体が不要公共建物の解体を経験していることが分かる。 

図中の「その他」では以下の内容が

含まれていました。 

・指定管理者制度の導入 

・アセットマネジメントシステムの

導入（区有施設再配置による総量

縮減のため） 

・施設整備計画の策定 

・市民会館改修ＥＳＣＯ事業 

・複数施設の統合 

 

まとめ 

 

昨年に引き続き、今年も多くの自治体のご協力をもちまして、多くのアンケートを頂戴いたしました。

この場をお借りして御礼申し仕上げます。 

今後も、各自治体のご意見をお伺いしながら、定期にアンケート調査を実施し、組織の動向の把握に

努め、皆様のお役に立ちたいと考えます。 

ご意見、ご希望等ございましたらお寄せいただきますようにお願い申し上げます。 


